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ワイヤレスブロードバンドの衝撃
～ワイヤレスブロードバンドの登場とインターネットの進化～

2008年11月25日

藤原 洋

財団法人インターネット協会副理事長
株式会社インターネット総合研究所代表取締役所長
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インターネットの世界を大きく変えようとしている
のが、近年急速に技術革新が進んでいる
ワイヤレスブロードバンド技術です。
これには、無線LANの 発展形としてのWiMAX
と携帯電話の発展形としての3.9Gの2つの流れが
あります。本セッションでは、インターネットから見
た両技術の特長と可能性について考えてみたいと
思います。
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①9:30-10:10 「ワイヤレスブロードバンドの登場とインターネットの進化」
藤原洋/ IRI代表取締役所長/財団法人インターネット協会副理事長

②10:10-10:50 「WiMAXの可能性」
菊地明弘氏/インテル株式会社事業開発本部WiMAX事業開発推進部部長
WiMAXの特徴、最新のサービス準備・展開状況、端末の開発状況、今後の
ロードマップ等。また、WiMAXが前提としているオープンなビジネスモデルと
その可能性について。

③11:00-11:40 「 3GPP1の3.9世代モバイルへの展開」
元野 秀一氏/日本電気株式会社 モバイルＲＡＮ事業部 主任
モバイル・インターネットを実現する3GPP1の3.9世代モバイルについて、そ
の 特徴、国内外の最新のサービス準備・展開、端末の開発、今後の展
開等。
④11:40-12:20 「3GPP2の3.9世代モバイルへの展開」
講演者：石田和人氏/クアルコムジャパン株式会社 標準化部長
内容：3GPP2では、CDMA2000 1XとEV-DOの技術進化に続き、インター
ワークの重要性、3.9世代モバイル以降の技術開発、最近の3GPP2動向。

⑤12:20-12:30 まとめ 藤原洋

セッション・プログラム
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１．GDPの国際比較と日本の将来
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○ 今後は中国、インド、ブラジル、ロシアの経済成長が見込まれる

○ 日本は少子化に伴い、大幅な成長は見込めず。

○ 日本のＧＤＰは2016年に中国に追い越され、2032年にインドに追い越され、2050年にはブラジルにも
追いつかれると予測（出典：Goldman Sachs “How Solid are the BRICs?”)

（出典）Goldman Sachs, “How Solid are the BRICs?“（2005年12月）より作成

Ｇ７、ＢＲＩＣｓ各国のＧＤＰ将来予測
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世界の全体GDP Best20
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世界の1人当たりGDP Best20

1人当たりGDPに入っていない大国（9カ国）
China, Italy, Spain, Brazil, Russia, India, Korea, Mexico, Turkey

：1人当たりGDPランキングしている大国（11カ国）
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注: 1955 ～ 1989 年は 68SNA によるデータ、1990 ～ 1991 年は 93SNA によるデータ。
資料: 内閣府、「長期遡及主要系列国民経済計算報告 -平成 2 年基準改訂 -」
内閣府、「国民経済計算年報平成 15 年版」

日本の産業別 GDP シェアの推移
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重要なのはGDP/人=ARPUの向上

• 日本の産業構造/人口構成：
①途上国型 ⇒先進国型へ急速に変化

②第1次産業：5％、第2次産業25％、第3次産業70％
⇒自動車産業だけに頼れない

• 日本が世界をリードする第3次産業とは？
①戦略的に情報通信産業を位置づけた産業政策

②モバイル/ブロードバンド立国を活かす全産業構築

• ARPU （Average Revenue Per User：事業者の1契約あたりの売上高）
①国内約7000円弱で携帯電話によるARPUは頭打ち
②インターネットによるARPU増加が重要

• デジタル情報革命に続く次なる産業革命を先導
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ICTによる経済成長の牽引しかない

（総務省成長力懇談会資料から）
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２．情報通信産業の成長を支える法則とは？
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コンピュータの性能は、1年半で2倍になる
高集積化・高速化・高消費電力化
（シリコン半導体）

Mooreの法則とMoriの法則？情報社会は何をもたらすか？
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ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰが膨大な発熱源に！
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(ref.2) Monthly 
average of daily 
traffic exchanged at 
major IXs in Japan

Estimated 
download traffic 
of broadband 
users in Japan

（source: MIC Japan)

The total amount of IP traffic in Japan was estimated at 721.7Gbps (May 2007), 
which accounts for about 1.4 times more than that of the previous year (523.6Gbps).
Necessity for enhancing network capacity is increasing.

IP Traffic on the Networks (Total Volume)

(ref.1) Monthly 
average of daily peak 
traffic exchanged at 
major IXs in Japan

Monthly average of daily 
traffic of 
broadband customers 
(ADSL/CATV/FTTH) of 
major ISPs in Japan

238.6Gbps
(2007.5)

167.0Gbps
(2007.5)

306.0Gbps
(2007.5)

▲Almost 1 Tbps!

Mori’s law



Copyright 2008 (C) Internet Research Institute, Inc.15

Gordon.E.Moore氏もMoriの法則に感心

2008年5月1日ハワイ島Keck天文台にて

Moriの法則が脚光を浴びたのは、2007年10月総務省の森清審議
官が北米を訪問し日本におけるﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ・ﾄﾗﾌｨｯｸの経験法則が
注目されたことに起因し、欧米からﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ先進国であることが
再認識された。
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米国Accentureは2008年6月26日、「データセンターの消費電力に関する予
測リポート」を発表し。同リポートは、「米国環境保護庁（EPA）が2007年8月
に発表した米国内のデータセンターの消費電力に関する調査リポートを、大
筋で支持する」。

これはAccentureがカリフォルニア州サンタクララで開催された「Data 
Center Energy Summit 2008」で明らかにした。同レポートは、最新技術を
導入した複数の大規模データセンターの協力を得て、18カ月間以上に渡り
電力に関するデータ収集を行い、17件の事例研究を基に調査／分析／予測。

EPAのリポートでは、2006年におけるデータセンターの電力消費量は600億
kWhで、米国全体の電力消費量の1.5％を占めたと記されている。そのうち、
連邦政府機関のデータセンターの電力消費量は、約60億kWhだった。

現状のままでは、2011年の消費電力量は、現在の約2倍となる1,000億
kWhに達すると予想され、この電力需要に対応するためには、新たに 10基
の発電所を建設する必要があると報告。

情報社会ではデータセンターが膨大な電力を消費
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現在： IT機器 ５％（全電力消費）⇒50％（2050年）：経済産業省
＊大半はデータセンター需要

経済産業省グリーンITプロジェクト

ｻｰﾊﾞｰ・ｽﾄﾚｰｼﾞ・ﾙｰﾀ・ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲの省エネだけで50％削減は可能か？
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３．情報通信分野における日本の強みと弱み
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出典：総務省ICT国際競争力懇談会

市場シェアはGDPと同等 国内市場だけと同じ！

Copyright 2008 (C) Internet Research Institute, Inc.20
出典：総務省ICT国際競争力懇談会

相変わらずものづくりは上手い！
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出典：総務省ICT国際競争力懇談会

相変わらずものづくりは上手い！その２
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輸出は中国に抜かれた！
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輸出は中国に抜かれた！その２
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出典：総務省成長力懇談会

日本も捨てたもんじゃない！
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情報通信分野における日本の強みと弱み

強み 弱み

移動通信 iﾓｰﾄﾞに始まるｵｰﾌﾟﾝな 2Gに代表される
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続の開始 国内標準指向

（ｺﾝﾃﾝﾂ産業の成長） （端末の国際競争力？）

ブロードバンド Moriの法則 電話中心の通信機器

（実ｻｰﾋﾞｽ経験値の蓄積） （IP機器の国際競争力？）

インターネット IPv6への重点指向 同上

（ﾃｽﾄﾍﾞｯﾄﾞ経験値の蓄積）

コンテンツ MPEGの標準化起点 放送ｺﾝﾃﾝﾂの流通障壁

日本語ﾄﾗﾌｨｯｸｼｪｱNo.1 （通信放送融合の展望？）

ｹﾞｰﾑ/ｱﾆﾒの国際競争力
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４．「強みの強化」/「弱みの克服」による

ワイヤレスブロードバンドへの重点指向

～ICT国際競争力/貢献力向上へ向けて～
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• 日本の産業構造/人口構成：
①途上国型 ⇒先進国型へ急速に変化

②第1次産業：5％、第2次産業25％、第3次産業70％
⇒自動車産業だけに頼れない

• 日本が世界をリードする第3次産業とは？
①戦略的に情報通信産業を位置づけた産業政策

②モバイル/ブロードバンド立国を活かす全産業構築

• ARPU （Average Revenue Per User：事業者の1契約あたりの売上高）
①国内約7000円弱で携帯電話によるARPUは頭打ち
②インターネットによるARPU増加が重要

• デジタル情報革命に続く次なる産業革命を先導

再び重要なのはGDP/人=ARPUの向上
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●接続型
従量（距離・時間）または定額課金によるネットワーク接続ビジネス。
最もクラシックなネットビジネスモデル。

●コンテンツ型
初期には、ISPが、従量課金の時代にコンテンツを提供することでアクセスを集め
ることを目的としていたが、定額課金後が、ISPではなく、コンテンツ提供そのもの
がビジネスとなっている。

●広告型
典型的なスタイルがポータルサイトで、多くのユーザーは最初にポータルサイトに
アクセスする。したがって、大量のアクセスを集められるポータルサイトは、有利に
広告収入を得ることができる。ポータルサイトの代表的な例は、Yahoo!やGoogleな
どの検索エンジンと会員数の多いISPである。

●電子商取引型
インターネットによる双方向にコミュニケーション機能を活用して、オークションや
メルマガでの 直接勧誘、Webサイト誘導による集客と商品やサービスを販売など
のビジネスが定着している。また、従来メディアと比較して、低コストでの宣伝が可
能なことから、中小企業によるネットショッピングへの参入障壁は低く、また、個人で
の電子商取引起業も容易となった。

ARPUを上げるためのネットビジネス
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「強みの強化」からの視点

①ｵｰﾌﾟﾝなインターネット接続

⇒但し利便性/安全性の確保技術を新たに導入

②ワイヤレス・ブロードバンドとしての明確な位置づけ

⇒固定通信の代替

（メタル保守コスト、ファイバ敷設コストの低減）

③IPv6を基本とする世界初の商用ネットワーク
⇒移動通信網の適度なクローズト性が返って好都合

④コンテンツ流通環境の整備

⇒利便性/安全性の確保技術を新たに導入
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「弱みの克服」からの視点

①徹底したグローバル標準の先取り

⇒中途半端な互換性は考慮せず先導的なこと。

（過去標準との互換性は端末で対応可能）

②オールIPネットワークの構築

⇒（基本的に）定額課金/（事実上の）常時接続

③放送型サービス環境の整備

⇒v6マルチキャスト機能の実装
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時代的要請からの視点（その１）

①周波数利用効率の最大化（bps/Hz)

②無線インフラ、端末とソフトウェアのオープン化
– 携帯電話に限らず様々な用途に対応

– 大半の機能はソフトウェアで実現可能に

– 無線インフラに他事業者が自動的にローミング接続可能

– 無線端末のハードウェアを標準適応することで接続・販売自由化
– 無線端末内のソフトウェアの搭載APIを標準化して実装自由化

③安心安全
– オープン化しながらもPCでの問題を繰り返さないことが必要

– ソフトウエアブラックリストのリアルタイム共有

– 被害ソフトウェアの入手経路、実行時記録と通報の仕組み整備

– パソコン以上に悪意の攻撃者から身を守る方法の標準化

– ソースアドレス制限必須化、違反者の自動通報

– 端末証明書の必須化、検証義務、検証制度の基準明確化
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時代的要請からの視点（その２）

④クロスデバイス環境の整備
– 携帯電話端末/PC端末/テレビ端末のクロスデバイス化

– コンテンツ/サービスの相互運用性

⑤省エネ効率、低炭素運用基準の制定
– 省電力基地局のエネルギー効率の基準と測定の明確化

– 省エネルギー運用者への表彰制度、報奨金制度

• 省エネ、低炭素運用技術、ノウハウの導入と周知徹底

• 電波の有効利用につながる場合は電波利用料からの拠出も

• 移動の削減面からは燃料税も財源に。

• 電波の有効利用の方向性の議論の場としても活用

– 電力調達方法の低炭素化、伝送損失測定方法の明確化

• 電力調達における基本的数値化をするための手法の確立

– 廃棄物発生量、リサイクル率の明確化

– リサイクル時の廃品提供者への清算基準の明確化

• 廃品提供の促進のための経済的基準と動機の設定

• デポジット制度など
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出典：総務省ICT国際競争力懇談会

ICT国際競争力懇談会では

IP・ワイヤレス・デジタル放送へ重点指向へ！
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ご清聴ありがとうございましたご清聴ありがとうございました


